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日本国内における被服消費の縮小とその要因の分析
Analysis of the Relationship between Reduction of Clothing Consumption in 

Japan
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要旨

　被服消費の縮小の原因の一つとして被服関心の低下を取り上げ、その背景にインター

ネットの普及を含むデジタル化に着目する必要があることを論じた。その上で、インター

ネット利用時間と被服関心の前提となる対面コミュニケーションとの関連性を費用の面

から検討し、メディアの利用時間と被服関心との関係について予測式を作成した上で、

予測値と実測値の比較を行った。

キーワード：被服関心　被服消費　インターネット　メディア

１　研究の背景と目的
　国内における被服の消費は長期的に見て減少傾向にある（消費者庁，2017）。家計調査

の被服および履き物費は、1995年までを対象とした分析では、年齢効果、時代効果、世

代効果の中では年齢効果による影響が一番大きい（山下，1998）ことがわかっており、

少子高齢化が下落傾向の要因の１つとして挙げられよう。しかし、30歳未満の単身世帯

での洋服への支出も男女ともに長期的に減少傾向にある（消費者庁，2017）ため、少子

高齢化のみでは説明がつかない。一方、供給面でも、2003年以降の「衣類」の日本市場

への総供給指数（国産＋輸入）は低下傾向で推移しており、総供給の４分の３を占め

る輸入も2014年以降減少している（経済産業省大臣官房調査統計グループ経済解析室，

2017）。

　このような現状にある被服消費減少の原因についてこれまで複数の研究で検討されて

きた。山下（1998）や山下・中村（2006）は、家計調査データを対象に、ベイズ型コウ

ホート分析１を用いて、年齢、世代、時代が与える影響を分析した。山下（1998）によ

ると、家計調査における被服・履き物費の減少に対しては年齢、時代、世代効果のうち、

世帯人員の減少と解釈されている年齢効果が最も大きな影響を与えていることが明らか

になっている。中分類で見ると、「シャツ・セーター類」は世帯人員数の減少によるもの

だけではなく、時代が新しくなるにつれ支出額が減少していくという時代効果も大きい

（山下・中村，2006）２。これらの研究では、被服費の減少に大きな影響を与えているの
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は、年齢効果と時代効果であると考えられている。時代効果は、景気といった時勢の影響、

あるいは可処分所得の増加や食に対する意識の変化といった経済的・社会的な持続的変

化とされ、年齢効果は加齢の効果とされる（山下，1998）。また、山下（1998）は、被服

は全般的に支出弾力性が高く、いわゆるバブル景気が後退した1992年以降マイナスに転

じていると指摘している。しかしながら、被服費の減少における時代効果と年齢効果を

考えるとき、時代効果には景気の後退や流行の移り変わり（カジュアル化など）による

需要の減少など複数の要素が混在しており、年齢効果にも同様に、年齢に起因する需要

の減少や少子化による世帯人数の減少など複数の要素が混ざり合って含まれている。し

たがって、被服費減少の原因を少子高齢化のみで説明することは妥当とは言えない。

　一方で、眞嶋（2007）は、衣料品の需要面では、①景気サイクルなどのマクロ経済的

な変化、②消費者個人の所得や家族規模など予算制約に関するミクロ経済的な変化、③

そして経済学では一般的に所与とされる消費者の嗜好の変化について考慮する必要があ

ると指摘した。また、川人（2021）は、家計調査などの政府統計を分析し、衣料品支出

の長期的な減少の要因として、消費者の節約志向の強まりと衣料品に対する支出優先度

が低下していること、低価格でカジュアルな衣料品を選好するようになったことを挙げ

た。特に、カジュアル化の背景には、オフィスウェアがカジュアル化したこととファッ

ションに対する価値観がおしゃれやトレンドを優先しない方向へ変化したことを指摘し

た。さらに、渡辺・町田（2020）は、「被服・履物費」の低下の原因は、消費者物価指数

から判断すると安価な商品が出回り価格が下がったことではなく、若者のファッション

への関心が低下したとする見方が妥当と述べている。以上のことから、被服費の減少の

原因と考えられる要因としては、①景気に代表される経済的変化、②節約志向や支出の

優先順位、生活時間、デジタル化などの社会経済的変化、③少子高齢化などの人口変数

の変化、④カジュアル化や関心の低下などの消費者の嗜好や意識の変化にまとめること

ができる。

　本研究では、②社会経済的変化と④消費者の嗜好や意識の変化という被服費減少の要

因に着目し、被服費減少の原因の一つとして被服への関心の低下を取り上げ、インター

ネットの普及を主とするデジタル化という社会の変化との関連について検討する。被服

関心とデジタル化を取り上げる理由としては、先行研究で検討されてきた少子高齢化と

低価格衣料の普及という要因に共通するのは、被服関心の低下であり、その直接的な原

因の一つがデジタル化によって引き起こされた対面接触機会の減少であると考えるから

である。

　少子高齢化による影響とは、世帯人員の減少に加えてファッションに関心が高いとさ

れる若年層の人口が減少することが前提となっている。被服関心は、服飾関連製品の購

買意思決定、ひいてはファッション消費にとって重要な要因である(Cham et al., 2018)ば

かりか、アパレル製品の購入量と購入金額の両方と正の関係があることが明らかとなっ
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ている（Tigert et al., 1976）。低価格衣料を購入する消費者が増加した結果として被服費

が減少しているのであれば、それは消費者全体の被服関心が下がっていることを意味し

ていると考えられる。つまり、長期的な被服費減少傾向の背景には、被服への関心の低

下が存在している。さらに、被服の社会的機能を考えるに、対面コミュニケーションを

前提とした被服関心が低下している背景には、インターネットの普及に伴って進展した

デジタル化が関連していると考えられる。

２　被服がもつ社会的機能と対面コミュニケーション
　被服あるいはファッションという消費財がもつ性質は、被服あるいはファッションを

対象とした学問分野とそれぞれに蓄積された知見を概観することで明らかとなる。被服

に関する心理・行動を扱う学問分野は、一般的に服装学、被服学と呼ばれる。被服がも

つ生理的機能（例えば、体温調節機能や防護機能など）とは別に、被服がもつ心理的・

社会的機能について、これまで社会学、社会心理学、心理学、文化人類学、民俗学、家

政学、消費者行動論などの研究者が知見を蓄積してきた。その成果は主に、衣服の着装

者（個人）と衣服との関係性（自己とそれを媒介し表出する衣服）、コミュニケーション

における衣服の役割、集団や社会における衣服に関する現象の解明に集約できる。

　服装学および被服学では、衣服あるいはファッションは人が常に自分自身の身体にま

とうものであり、衣服を介して社会と接触するという基本的特徴をもつゆえに、どちら

かというと衣服とその着装者が社会に対して影響を与えるという着装者を主体とした視

点から研究が行われてきた。これまで得られた重要な知見として、被服がもつコミュニ

ケーション手段、アイデンティティの形成、維持、変容手段などの社会的機能が挙げら

れる（Goffman, 1959; Kaiser, 2005; Rucker, 1981; Douty, 1963; Lambert, 1972; Judd, 1975; 

Forsythe, 1990; Temple, 1993）。例えば、Thompson & Haytko (1997)は、消費者のファッ

ションに関する語りを分析することによって、ファッションが個人のアイデンティティ

と社会との境界を構築し、社会における個人間のダイナミクスを解釈し、社会的カテ

ゴリーやジェンダー規範を理解する手段となっていることを明らかにした。Strubel & 

Petrie (2016)は、男性を対象とした研究で、アパレル製品やグルーミング製品などの利

用が身体への社会的圧力を緩和させ、自己概念を他者に伝達させるのに役立つこと、ア

イデンティティの強化、向上、作成に貢献することを示唆した。また、衣服や化粧品な

どファッション製品及びグルーミング製品を用いることで、自己概念の１部であるボ

ディイメージの維持や形成、変化がもたらされることも明らかになっている（Frith & 

Gleeson, 2004; Van Passchen et al., 2015）。また、他者とのコミュニケーションや関係性

の構築にもファッション関連製品が関連しているとされる（Kim, 2005）。他方、集団や

社会における衣服に関する現象についての研究では、流行現象や特定の世代や集団にみ

られる現象などについて、服装史やカルチュラルスタディーズなどの研究分野で、社会
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的要因に着目し、衣服およびファッションの経年変化と社会的要因との関連性を扱って

きた。

　このような一連の研究から、被服およびファッションは、自己と他者、個人と社会の

境界にあるものであると考えてきたことがわかる(Entwistle, 2001)。被服やファッション

がコミュニケーション手段として機能するためには、着用状況が観察可能でなければな

らない (Holman, 1981)。つまり、被服あるいはファッションがもつ社会的機能は、対面

コミュニケーション場面を前提として成立するものであると考えられる。

３　社会のデジタル化と被服関心に関する課題の設定
　社会の多くの産業や分野でデジタルテクノロジーが環境に与えている影響が議論され

ている。20世紀から始まった大量生産において、ファッションは中心的な役割を果たし

ており(Bertola & Teunissen, 2018)、電子および自動車産業に次ぐ世界第３位の製造業と

されている(Karaosman et al., 2016)。デジタルトランスフォーメーションにより、市場

と消費者の消費慣行の両方が変化している(Andò et al., 2019)。インターネットおよびソー

シャルメディアの普及は単に通信技術革命による生活の利便性向上をもたらしただけ

ではなく、日常的なコミュニケーションのあり方を大きく変えた(Newhagen & Rafaeli, 

1996; Haythornthwaite, 2005)。また、インターネットが消費に関する情報と娯楽の主要

な情報源となった(Rose et al., 2009)ことにより、消費をはじめとする生活におけるさま

ざまな価値観の変化をももたらした（Shim et al., 2011）。ファッション分野におけるデ

ジタル化の影響、とりわけ消費者の変化を捉えることは、関連する分野の研究者と実務

家にとって重要である。

　被服行動を研究対象とする分野では、ファッションや衣服への関心（被服関心）は被

服行動（clothing behavior）を構成する概念の１つ（神山，1983）で、自分自身の見た

目への懸念、革新的衣服への関心、知識の追求、安心と自信の獲得、個性の向上（Gurel 

and Gurel, 1979）というような、関心を構成する動機の側面を中心に概念化されてき

た。一方で、消費者行動研究において関与の概念は研究者によって多少異なるものの、

Zaichkowsky（1985）は広告、製品、購買意思決定に適用可能な定義として、固有のニーズ、

価値観、関心に基づく、ある対象物への知覚された関連性であるとする。関心は、関与

を構成する重要な下位概念の１つである。関与は、人と製品との関係の中心であり購入

行動を最も予測する関係変数であると特定されており(Evrard & Aurier, 1996; Martin, 

1998）、関心あるいは関与は、ファッション分野においても消費を下支えする重要な概

念であると言える(O’cass, 2004)。被服への関心に影響を与える要因としてこれまで明ら

かになっているものは、性別や年齢、婚姻状況、収入、教育などの社会人口統計変数以

外には、マテリアリズム(Hourigan and Bougoure,2012)、セルフモニタリング(Browne & 

Kaldenberg, 1997)、功利主義やコスモポリタニズム（Khare, 2014）、公的自尊心やアイ
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デンティティを重視する傾向（Khare et al., 2012）、自己イメージと製品イメージの一致

度（O’Cass & Julian, 2001）、ファッション関連メディア、ライフスタイル、社会比較、

仲間がある。

　前述のように、被服あるいはファッションがもつ社会的機能は、対面コミュニケーショ

ン場面を前提として成立するものであるが、以前からインターネットの普及に伴いオフ

ラインでの接触機会は減少傾向にある。総務省の調査（2018）によると、2008年と2017

年の調査結果を比較した結果、オンラインかオフラインのいずれのコミュニティにも参

加していない人は少なくなっているものの、オフラインコミュニティのみ参加する人は

３分の１に減少し、オンラインコミュニティのみ参加している人は３倍近く増加してい

る。また国外においても、社会のデジタル化により、人々はそれぞれの興味に合ったオ

ンラインコミュニティに参加するようになっており、公共空間は無視され、魅力が失わ

れた結果、社会生活は消滅し、地域性が低下しているとされる (Abdel-Aziz, 2016)。オフ

ラインでの交流が減り、実際に顔を合わせて行うコミュニケーションが少なくなった状

況では、コミュニケーション手段としてのファッションの役割がかなり低下することに

伴い、消費者の被服への関心も低下している３（北浦，2022）。

　昨今のCOVID-19感染拡大下でさらに対面接触機会が減少する事態となった。実際に、

筆者が行なった調査では、プライベートでの対面接触機会の程度が被服関心度に影響を

与えることがわかっている（北浦，2022）。コロナ禍によって弱い紐帯が減少したという

指摘もされている（Long et al., 2022）。出会いの場もオンラインへ移行している兆しも

見られる（山田，2017）。対面が被服への関心の基本だとすると、この社会の変化はファッ

ションの社会的機能を変容させ、引いてはファッションが持つ価値を下げている可能性

がある。

　また、インターネットの普及、とりわけソーシャルメディアの普及によって、消費者

は時間と予算の多くをそれらに関連する対象に費やすようになり、そのことは被服消費

に直接的に影響していると考えられる。例えば、高校生のインターネット平均利用時間

は、１日当たり217分と３時間半を超えている（内閣府，2019）。インターネット利用目

的としては、ソーシャルメディアを見る・書くという情報行動にもっとも時間を費やし

ており（全年代平均時間）、10代は休日１日当たり122分利用している（総務省，2017）。

また、インターネット接続料および移動電話通信料が低廉化している（総務省，2015）

にも関わらず、家計における支出は増加傾向である（総務省，2018）。このような時間と

予算の配分の変化が衣服およびファッションへの支出や優先順位の低下を引き起こして

いることは十分に考えられる。なぜなら、ファッションに費やす時間、費用、注意の量

は被服関心を表すものとみなせるからである（Gurel and Gurel, 1979; Kaiser, 1990）。し

たがって、被服消費の減少傾向を考える際に、まずは時間と費用の面からインターネッ

トの普及に伴うデジタル化を要因の１つとして取り上げることは妥当であると言える。
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　デジタル化が及ぼすファッションへの影響というと、ファッション産業に従事する

人々やファッション産業に関する研究者は、インターネット技術の発展と普及はファッ

ション産業にとってほぼメリットしかないと考えている。インターネットをはじめとす

る技術の導入は、生産部門や管理部門の改善やコストの削減を可能にした（Baccini & 

Cioni, 2010; García-Álvarez, 2015）。また、小売においても、例えばターゲットを詳細

に絞り込むことによるマーケティング戦略や国際化への対応などが進められてきた。中

でもソーシャルメディアは、社会的にも経済的にもファッション業界に革命をもたらし

たとされる（Arduini & Paoloni, 2019; McCormick, et al., 2014; Cho & Workman, 2011; 

Loureiro et al., 2018; Pentina et al., 2018; Chu & Kamal, 2011）。インターネットとりわけ

ソーシャルメディアはファッション産業に関連する企業にとって、現在および将来の発

展に欠かせないツールであると考えられている。

　しかしながら、消費者にとっての被服およびファッションは、それらがもつ社会的機

能ゆえに他者の存在と対面でのコミュニケーションを前提としている。インターネッ

トおよびソーシャルメディアの普及に加え、近年のビデオ通話機能の普及はこれまで

以上に対面コミュニケーションの機会そのものを減少させている可能性がある。筆者

ら（Kitaura & Washida, 2015）は、メディアの選好、中でもインターネットやゲームへ

の偏向が被服への関心や恋愛などへの消極的態度と関連していることを指摘し、ファッ

ション産業の衰退の可能性を示唆した。インターネットおよびソーシャルメディアは、

孤独感や内向性などある種の性格特性をもつ人に対して特に対面コミュニケーションの

機会を奪った（Nie & Erbring, 2002; Nie et al.,2002; Amichai-Hamburger & Ben-Artzi, 

2003）。このことは、インターネットおよびソーシャルメディアがこれまで被服および

ファッションが担ってきた役割を代替し、消費者における被服およびファッションの価

値や意味、重要性などを変化させている可能性を示唆する。

　具体的には、これまで被服は、自己表現や自己を推察する手がかりとしての機能だけ

でなく、ステイタスの誇示（Eastman et al., 1999）、生活の豊かさの象徴(Solomon, 1983)

などを表すことが指摘されてきた。ソーシャルメディアを日常的に用いることで、自

己表現欲求が満たされるようになり、衣服やファッションで自己表現をする必要がなく

なったのかもしれない。インターネット空間での活動が拡大化および多様化することに

伴い、これまで被服やファッションが担っていた機能や役割がオンラインやソーシャル

メディアでの活動に代替されているという観点から、インターネットおよびソーシャル

メディアの普及と被服関心の関係性を考察することを課題とする。

　そこで、本稿ではまずインターネットの普及と服飾費減少の関連性の前提となる、イ

ンターネットの普及とインターネット使用時間の関係、インターネット使用時間と対面

コミュニケーションとの関係性、およびインターネットを含むメディア利用時間の変化

を確認した上で、メディア利用時間と被服関心との関係性を検討した。
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４　日本国内におけるインターネット普及とインターネット使用時間の関係
　インターネットが普及するに伴い、使用時間が増えていることが政府の統計を用いる

と見て取れる（図１）。図１は、日本国内におけるインターネットの普及率とインターネッ

ト利用時間を示したものである。インターネットの普及率については、総務省が行って

いる「通信利用動向調査」の世帯のインターネット利用の有無のデータを用いた。2013

年から2018年までは家族のうち過去１年間にインターネット利用をした者がいると回答

した世帯の割合であるが、2019年は過去１年間にインターネットを使用したとする個人

を世帯単位で集計した値となっている。データは、総務省作成による「インターネット

利用状況の推移」より抽出したものを用いた。インターネット利用時間については、総

務省情報通信政策研究所による平成25年度（2013年）から令和元年（2019年）度の「情

報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査報告書」から調査日１日あたりのイ

ンターネットを利用した平日と休日の平均時間を抽出した。2013年度は休日の平均時間

は欠落していたため、平日の平均利用時間をそのまま用いた。利用時間は、全調査対象

者の時間合計を調査対象者で除して平均値を算出しているため、インターネットを１日

全く利用していなかった人も含めた値となっている。

　図１より、インターネット普及率が上がる一方で、インターネット利用時間も増加傾

向にあることがわかる。インターネット普及率は、2016年、2017年でやや値が下がって

いるものの、2013年から2019年の7年間で84.9%から95.7%へと非常に緩やかな右上がりの

傾向が認められる。インターネット利用時間も、2013年の71.6分から2019年の129.1分へ

と右上がりの傾向を示している。ここから、インターネットの普及が進むにつれてイン

ターネットの利用時間が増加するといえる。

利⽤時間を⽰したものである。インターネットの普及率については、総務省が⾏っている
「通信利⽤動向調査」の世帯のインターネット利⽤の有無のデータを⽤いた。2013 年から
2018 年までは家族のうち過去 1 年間にインターネット利⽤をした者がいると回答した世帯
の割合であるが、2019 年は過去 1 年間にインターネットを使⽤したとする個⼈を世帯単位
で集計した値となっている。データは、総務省作成による「インターネット利⽤状況の推移」
より抽出したものを⽤いた。インターネット利⽤時間については、総務省情報通信政策研究
所による平成 25 年度（2013 年）から令和元年（2019 年）度の「情報通信メディアの利⽤
時間と情報⾏動に関する調査報告書」から調査⽇１⽇あたりのインターネットを利⽤した
平⽇と休⽇の平均時間を抽出した。2013 年度は休⽇の平均時間は⽋落していたため、平⽇
の平均利⽤時間をそのまま⽤いた。利⽤時間は、全調査対象者の時間合計を調査対象者で除
して平均値を算出しているため、インターネットを 1 ⽇全く利⽤していなかった⼈も含め
た値となっている。 

 
図１ インターネット普及率と利用時間 

 
 図１より、インターネット普及率が上がる⼀⽅で、インターネット利⽤時間も増加傾向に
あることがわかる。インターネット普及率は、2016年、2017 年でやや値が下がっているも
のの、2013 年から 2019 年の 7 年間で 84.9%から 95.7%へと⾮常に緩やかな右上がりの傾
向が認められる。インターネット利⽤時間も、2013 年の 71.6分から 2019 年の 129.1 分へ
と右上がりの傾向を⽰している。ここから、インターネットの普及が進むにつれてインター
ネットの利⽤時間が増加するといえる。 
 
５ インターネット使用時間と対面コミュニケーションとの関連性の検討 

 インターネット使⽤時間と対⾯コミュニケーションとの関係については、インターネッ
ト使⽤時間の増⼤が対⾯コミュニケーションの減少につながるのかという視点から、イン

図１　インターネット普及率と利用時間
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５　インターネット使用時間と対面コミュニケーションとの関連性の検討
　インターネット使用時間と対面コミュニケーションとの関係については、インター

ネット使用時間の増大が対面コミュニケーションの減少につながるのかという視点か

ら、インターネットの使用と社会的孤立の研究分野で研究が行われてきた。インターネッ

ト使用時間と対面コミュニケーションとはトレードオフの関係性であるのか、いまだ決

着がついていない状況であるものの、インターネットの使用が社会的相互作用やコミュ

ニティの関与の低下につながるかどうかの問題はますます重要になっている（Amichai-

Hamburger and Hayat, 2011）。

　この問題に関する初期の研究は、インターネットの利用は日常的な対面のコミュニ

ケーションの減少に影響することを指摘した。例えば、Kraut et al. (1998)は、インターネッ

ト利用の増加が世帯内の家族との相互作用の減少、社会的集まりの減少、孤独感と抑う

つ感情の上昇に関連していることを示した。Nie and Erbring (2002)は、インターネット

ユーザーはそうでない人よりも家族や友人と過ごす時間が少なく、インターネットの使

用量が増加すると報告した。Nie et al. (2002)でも同様の結果が得られ、家でインターネッ

トに費やす時間が長いほど、家族や友人と過ごす時間が短くなり、職場でもインターネッ

トに費やす時間が長いほど、同僚とのやりとりに費やす時間が少なくなることが報告さ

れた。Kowert et al. (2014)は、オンラインとオフラインの両方でソーシャルビデオゲー

ムをプレイした人を対象に、ゲームプレイの頻度とプレイヤーの友人関係の質と量の関

係を調べた。その結果、ソーシャルオンラインゲームのプレイの増加が思春期のプレイ

ヤーのソーシャルサークルの質の低さと小ささに関連していることが明らかとなった。

　一方で、Amichai-Hamburger and Ben-Artzi (2003)は、Nie and Erbring (2002)研究の

因果関係が逆の仮説、孤独な人々がインターネットの使用をする傾向について検証し、

孤独な人々はそうでない人よりも多くのインターネット使用をする傾向があることを報

告したことから、調査対象者のもともとの性格特性やオンラインコミュニケーションの

種別など研究の着眼点が多様になった。また、初期の研究への反動として、オンライン

コミュニケーションはオフラインコミュニケーションにむしろ良い影響を与えるとする

主張も散見されるようになった。例えば、Wellmanら（2001）がインターネットコミュ

ニケーションがコミュニティへの関わりに与える影響について検討した結果、インター

ネットの使用は、対面コミュニケーションと通話コミュニケーションを補完する働きを

していた。Zhao(2006)は、調査に参加したインターネットユーザーは、非ユーザーより

も多くの友人や親類との接触があったことを報告した。Wang and Wellman (2010)は、

週１回以上会ったり話したりする友人の数が2002年から2007年までの間に20％増加した

ことが報告した。この傾向は、インターネットを最も使用する人たちの間で最も見られ

た。

　先行研究においてインターネットの普及は対面コミュニケーションを阻害せずむしろ
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活性化させるという結果が、限られたサンプルによる研究結果に散見されるとしても、

１日24時間という制限の中で、ある行動時間が増えれば別の行動時間が減ることは自明

である。どの行動時間を増やしどの行動時間を減らすかという時間配分には、行為者の

関心の移り変わりが反映される。本研究では、被服への関心の前提として、対面コミュ

ニケーションの質の変化ではなく機会の減少が起こっていることを示せれば十分なた

め、全国規模の統計調査でインターネット利用時間が増えている一方で対面コミュニケー

ションに費やす時間が減っていることを確認できればよい。しかし、政府が行う全国規

模の調査では、行動時間の調査はメディア関連行動時間のみ対象となっているため、対

面コミュニケーションに関連する行動時間については不明である。

　そこで、行動時間の配分ではなく、費用の配分に着目してみる。インターネットを利

用する時間が増えることでインターネットを利用するための支出が増え、対面コミュニ

ケーションを行う時間が減ることは対面コミュニケーションを行うための支出が下がる

と考えられるためである。総務省統計局が行っている家計調査（家計収支編）のデータ

を用いることでインターネット利用額と対面コミュニケーションにかかる費用の検討が

可能である。家計の支出も時間と同様に限りがあるため、ある費目への支出が増えれば

別の費目への支出が当然減る。家計調査でインターネット関連費用が増える一方で対面

コミュニケーション関連費用の支出額が減るという傾向が見られれば、日本の社会でイ

ンターネット利用の増大と対面コミュニケーションの減少との関連性を裏付けられる可

能性がある。

　インターネットの利用時間の増大と対面コミュニケーションの減少との関連性を明ら

かにする目的で、家計調査（家計収支編）の農林水産漁家世帯を除く二人以上世帯の金

額データを用いて、相関分析を行った。同時期の比較になるため、物価の影響は考慮し

ない。インターネット利用時間の代理変数として世帯のインターネット接続料および移

動電話通信料を使用し、対面コミュニケーションの機会の代理変数として会費・つきあ

い費を使用した。なお、インターネット接続料は2001年調査以前のデータには含まれて

いないため、2002年から2017年までのデータを用いて分析した。

　表１は、インターネット接続料、移動電話通信料、会費・つきあい費の年間支出額の

平均値および標準偏差を示したものである。

　インターネット接続料と会費・つきあい費について、ピアソンの積立相関係数とその

査でインターネット利⽤時間が増えている⼀⽅で対⾯コミュニケーションに費やす時間が
減っていることを確認できればよい。しかし、政府が⾏う全国規模の調査では、⾏動時間の
調査はメディア関連⾏動時間のみ対象となっているため、対⾯コミュニケーションに関連
する⾏動時間については不明である。 

そこで、⾏動時間の配分ではなく、費⽤の配分に着⽬してみる。インターネットを利⽤す
る時間が増えることでインターネットを利⽤するための⽀出が増え、対⾯コミュニケーシ
ョンを⾏う時間が減ることは対⾯コミュニケーションを⾏うための⽀出が下がると考えら
れるためである。総務省統計局が⾏っている家計調査（家計収⽀編）のデータを⽤いること
でインターネット利⽤額と対⾯コミュニケーションにかかる費⽤の検討が可能である。家
計の⽀出も時間と同様に限りがあるため、ある費⽬への⽀出が増えれば別の費⽬への⽀出
が当然減る。家計調査でインターネット関連費⽤が増える⼀⽅で対⾯コミュニケーション
関連費⽤の⽀出額が減るという傾向が⾒られれば、⽇本の社会でインターネット利⽤の増
⼤と対⾯コミュニケーションの減少との関連性を裏付けられる可能性がある。 

インターネットの利⽤時間の増⼤と対⾯コミュニケーションの減少との関連性を明らか
にする⽬的で、家計調査（家計収⽀編）の農林⽔産漁家世帯を除く⼆⼈以上世帯の⾦額デー
タを⽤いて、相関分析を⾏った。同時期の⽐較になるため、物価の影響は考慮しない。イン
ターネット利⽤時間の代理変数として世帯のインターネット接続料および移動電話通信料
を使⽤し、対⾯コミュニケーションの機会の代理変数として会費・つきあい費を使⽤した。
なお、インターネット接続料は 2001 年調査以前のデータには含まれていないため、2002 年
から 2017 年までのデータを⽤いて分析した。 
表１は、インターネット接続料、移動電話通信料、会費・つきあい費の年間⽀出額の平均

値および標準偏差を⽰したものである。 
表１ インターネット接続料、移動電話通信料、会費・つきあい費の平均値および標準偏差 

 
インターネット接続料と会費・つきあい費について、ピアソンの積⽴相関係数とその有意

検定を⾏ったところ、表２の通りとなった。 
表２ 2002～2017 年インターネット接続料（円）と会費・つきあい費（円）の相関係数 

 
                （表中の**は１％⽔準で有意であることを表す）   

平均値 標準偏差

インターネット接続料（円） 20379.06 6060.272

移動電話通信料（円） 92491.88 18211.061

会費・つきあい費（円） 12927.13 2063.099

インターネット接続料（円） 会費・つきあい費（円）

インターネット接続料（円） 1.000 -0.932**

会費・つきあい費（円） -0.932** 1.000

表１　インターネット接続料、移動電話通信料、会費・つきあい費の平均値および標準偏差
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有意検定を行ったところ、表２の通りとなった。

　表２より、インターネット接続料と会費・つきあい費の相関係数は、-0.932(p<.01)で、１％

水準で有意であった。ここから、インターネット接続料と会費・つきあい費は高い負の

相関が見られたといえる。

　次に、移動電話通信料と会費・つきあい費について、ピアソンの積立相関係数とその

有意検定を行ったところ、表３の通りとなった。

　表３より、移動電話通信料と会費・つきあい費の相関係数は、-0.973(p<.01)で、１％水

準で有意であった。ここから、移動電話通信料と会費・つきあい費は高い負の相関が見

られたといえる。

　以上の結果から、インターネット利用時間の増大と対面コミュニケーションの減少と

の関連性について、費用という側面から検討した場合、インターネット利用への世帯内

支出が増加する一方で、会費・つきあい費という対面での交際にかかわる支出が減少し

ていることが確認できた。

６　メディア利用時間と被服関心の関連性の検討
　前項では、インターネット利用時間と対面コミュニケーションとの関係を検討したが、

本項ではインターネットだけでなくそれ以外のメディアも含めたメディア利用時間につ

いて取り上げ、被服関心との関係性を検討する。

　これまでの研究で、マスメディアは、身体イメージやファッション関与やファッショ

ン意識に影響を与えることが明らかとなっている（Lam and Yee, 2014；Shephard et 

al.2016）。また、ファッションに関連する特定の価値観（痩身願望や身体的魅力）への偏

重を促すこともわかっている（Botta, 1999; Martin ＆ Kennedy, 1993; Harrison, 2003）。

特に若年層は、ブランドやデザイナー、製品に対する態度もメディアに依存する（Chan, 

表２　2002〜2017年インターネット接続料（円）と会費・つきあい費（円）の相関係数

表３　2002〜2017年移動電話通信料（円）と会費・つきあい費（円）の相関係数

査でインターネット利⽤時間が増えている⼀⽅で対⾯コミュニケーションに費やす時間が
減っていることを確認できればよい。しかし、政府が⾏う全国規模の調査では、⾏動時間の
調査はメディア関連⾏動時間のみ対象となっているため、対⾯コミュニケーションに関連
する⾏動時間については不明である。 

そこで、⾏動時間の配分ではなく、費⽤の配分に着⽬してみる。インターネットを利⽤す
る時間が増えることでインターネットを利⽤するための⽀出が増え、対⾯コミュニケーシ
ョンを⾏う時間が減ることは対⾯コミュニケーションを⾏うための⽀出が下がると考えら
れるためである。総務省統計局が⾏っている家計調査（家計収⽀編）のデータを⽤いること
でインターネット利⽤額と対⾯コミュニケーションにかかる費⽤の検討が可能である。家
計の⽀出も時間と同様に限りがあるため、ある費⽬への⽀出が増えれば別の費⽬への⽀出
が当然減る。家計調査でインターネット関連費⽤が増える⼀⽅で対⾯コミュニケーション
関連費⽤の⽀出額が減るという傾向が⾒られれば、⽇本の社会でインターネット利⽤の増
⼤と対⾯コミュニケーションの減少との関連性を裏付けられる可能性がある。 

インターネットの利⽤時間の増⼤と対⾯コミュニケーションの減少との関連性を明らか
にする⽬的で、家計調査（家計収⽀編）の農林⽔産漁家世帯を除く⼆⼈以上世帯の⾦額デー
タを⽤いて、相関分析を⾏った。同時期の⽐較になるため、物価の影響は考慮しない。イン
ターネット利⽤時間の代理変数として世帯のインターネット接続料および移動電話通信料
を使⽤し、対⾯コミュニケーションの機会の代理変数として会費・つきあい費を使⽤した。
なお、インターネット接続料は 2001 年調査以前のデータには含まれていないため、2002 年
から 2017 年までのデータを⽤いて分析した。 
表１は、インターネット接続料、移動電話通信料、会費・つきあい費の年間⽀出額の平均

値および標準偏差を⽰したものである。 
表１ インターネット接続料、移動電話通信料、会費・つきあい費の平均値および標準偏差 

 
インターネット接続料と会費・つきあい費について、ピアソンの積⽴相関係数とその有意

検定を⾏ったところ、表２の通りとなった。 
表２ 2002～2017 年インターネット接続料（円）と会費・つきあい費（円）の相関係数 

 
                （表中の**は１％⽔準で有意であることを表す）   

平均値 標準偏差

インターネット接続料（円） 20379.06 6060.272

移動電話通信料（円） 92491.88 18211.061

会費・つきあい費（円） 12927.13 2063.099

インターネット接続料（円） 会費・つきあい費（円）

インターネット接続料（円） 1.000 -0.932**

会費・つきあい費（円） -0.932** 1.000

 表２より、インターネット接続料と会費・つきあい費の相関係数は、-0.932(p<.01)で、
１％⽔準で有意であった。ここから、インターネット接続料と会費・つきあい費は⾼い負の
相関が⾒られたといえる。 
 次に、移動電話通信料と会費・つきあい費について、ピアソンの積⽴相関係数とその有意
検定を⾏ったところ、表３の通りとなった。 

表３ 2002～2017 年移動電話通信料（円）と会費・つきあい費（円）の相関係数 

 
（表中の**は１％⽔準で有意であることを表す） 

 表３より、移動電話通信料と会費・つきあい費の相関係数は、-0.973(p<.01)で、１％⽔
準で有意であった。ここから、移動電話通信料と会費・つきあい費は⾼い負の相関が⾒られ
たといえる。 
 以上の結果から、インターネット利⽤時間の増⼤と対⾯コミュニケーションの減少との
関連性について、費⽤という側⾯から検討した場合、インターネット利⽤への世帯内⽀出が
増加する⼀⽅で、会費・つきあい費という対⾯での交際にかかわる⽀出が減少していること
が確認できた。 
 
６ メディア利用時間と被服関心の関連性の検討 

前項では、インターネット利⽤時間と対⾯コミュニケーションとの関係を検討したが、本
項ではインターネットだけでなくそれ以外のメディアも含めたメディア利⽤時間について
取り上げ、被服関⼼との関係性を検討する。 

これまでの研究で、マスメディアは、⾝体イメージやファッション関与やファッション意
識に影響を与えることが明らかとなっている（Lam and Yee, 2014；Shephard et al.2016）。
また、ファッションに関連する特定の価値観（痩⾝願望や⾝体的魅⼒）への偏重を促すこと
もわかっている（Botta, 1999; Martin＆Kennedy, 1993; Harrison, 2003）。特に若年層は、ブ
ランドやデザイナー、製品に対する態度もメディアに依存する（Chan, 2008）。Sun & Guo 
(2017)は、⼈⼝統計変数を制御すると、メディア接触程度はファッションへの関与に２番⽬
に影響を与える要因であることを明らかにした。Phuong & Thao (2017)は、メディアをマ
スメディアとパーソナルメディアとに区別した上で、マスメディアはファッション関与に
有意な正の影響を与える⼀⽅で、パーソナルメディアは影響を与えなかったことを明らか
にした。既存研究では、ファッションに関連した情報を扱うメディアの使⽤状況はファッシ
ョンに関連した⼼理的変数及び⾏動に正の影響を与えるということが明らかとなっている。 
 現在の消費者は、ファッション関連情報を扱うコンテンツだけではなく、リアリティT V
を始めとしたその他の番組、広告、インターネット上の情報などの⼀般的なメディアからフ

移動電話通信料（円） 会費・つきあい費（円）

移動電話通信料（円） 1.000 -0.973**

会費・つきあい費（円） -0.973** 1.000
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2008）。Sun & Guo (2017)は、人口統計変数を制御すると、メディア接触程度はファッショ

ンへの関与に２番目に影響を与える要因であることを明らかにした。Phuong & Thao 

(2017)は、メディアをマスメディアとパーソナルメディアとに区別した上で、マスメディ

アはファッション関与に有意な正の影響を与える一方で、パーソナルメディアは影響を

与えなかったことを明らかにした。既存研究では、ファッションに関連した情報を扱う

メディアの使用状況はファッションに関連した心理的変数及び行動に正の影響を与える

ということが明らかとなっている。

　現在の消費者は、ファッション関連情報を扱うコンテンツだけではなく、リアリティ T 

Vを始めとしたその他の番組、広告、インターネット上の情報などの一般的なメディア

からファッション情報を入手している(Wollburg & Pokrywczynski, 2001)。プロダクトプ

レイスメントなどの手法によって、ファッション関連のコンテンツでなくとも幅広いコ

ンテンツでファッション情報を含むようになっていることに加え、特に若い世代はマス

メディアよりもインターネットやソーシャルメディアへの接触が中心となっている。

　Su & Tong (2020)は、インターネット利用程度がファッション関与に与える影響につ

いて明らかにした。この研究では、中国の若者を対象として、①メディア利用程度（テ

レビ、インターネット、ファッション雑誌、ファッションwebサイト）、②親、③仲間が

ファッション関与に及ぼす影響を調べた結果、ファッション雑誌とファッションwebサ

イトの利用程度、仲間はファッション関与に正の影響を及ぼす一方で、インターネット

利用程度は負の影響を及ぼすことが明らかとなった。この研究から、メディアの種類に

よってファッション関与に与える影響が異なることがわかる。まずは、従来のマスメディ

アの使用状況とインターネット及びスマートフォンの使用状況の変化を確認した上で、

過去４回の質問紙調査データ４を用いて、複数のメディアの使用時間や使用程度が被服関

心に与える影響を検討した。

6.1　メディア利用時間の経年変化

　吉田秀雄記念事業財団が公開している消費者調査データの2007年から2018年までのメ

ディア使用時間を用いて、メディア使用時間の経年変化を検討した。１．ほとんどない、

２．30分未満、３．30分〜１時間未満、４．１時間〜２時間未満、５．２時間〜３時間未

満、６．３時間〜４時間未満、７．４時間〜５時間未満、８．５時間〜６時間未満、９．６

時間以上という選択肢から１日あたりのメディアの使用時間を回答したデータを使用し

た。順序尺度に対して、目的変数がだんだん大きくなるという傾向的変化があるのかど

うかの検定に使用できる、Jonckheere-Terpstra検定を用いて、①PC使用時間、②PCイ

ンターネット使用時間、③携帯・スマートフォン使用時間、④携帯・スマートフォン通

話時間、⑤携帯・スマートフォンインターネット使用時間を検定した。②は2007年から

2012年まで、①の使用時間のうちインターネットを使用している時間について尋ね、④、
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⑤についても同様に③の使用時間のうち何時間くらい使っているかについて尋ねたもの

である。

　分析の結果、①PCの使用時間、②PCでのインターネット使用時間については、2007

年から2018年までの使用時間に正の増加傾向も負の傾向も認められなかった。しかし、

③携帯電話・スマートフォンの使用時間については、2007年から2018年までの使用時間

に正の増加傾向が認められた（p<.001）。2007年は、2010年から2018年までの使用時間と

の間（１％水準）に、2008年は、2010年との間（５％水準）と2011年から2018年までの

間（１％水準）に、2009年は、2012年から2018年までの間（１％水準）に、2010年は、

2012年から2018年までの間（１％水準）に、2011年は、2012年から2018年までの間（１％

水準）に、2012年は、2017年と2018年との間（１％水準）に、2013年は、2015年から

2018年との間（１％水準）に、2014年と2015年も、2017年、2018年との間（１％水準）に、

2016年は、2017年との間（10％水準）と2018年との間（１％水準）で有意差および有意

傾向が見られた。

　④携帯電話・スマートフォンの通話時間については、2007年から2012年までの使用時

間に正の増加傾向が認められた（p<.001）。2007年は、2009年の使用時間との間に５％水

準で有意差があり、2010年から2012年までの使用時間との間に１％水準で有意差があっ

た。2008年は、2011年、2012年の使用時間との間に１％水準で有意差があった。2009年は、

2011年との間に10％水準で有意傾向があり、2012年との間に１％水準で有意差があった。

2010年は、2012年との間に１％水準で有意差があった。2011年と2012年との間に１％水

準で有意差があった。

表４　2007 − 2018年の携帯・スマートフォン使用時間平均値と標準偏差

表５　2007 − 2012年の携帯電話・スマートフォン通話使用時間平均値と標準偏差

⽔準）に、2016年は、2017 年との間（10％⽔準）と 2018 年との間（１％⽔準）で有意差
および有意傾向が⾒られた。 

表４ 2007－2018 年の携帯・スマートフォン使用時間平均値と標準偏差 

 
 
④携帯電話・スマートフォンの通話時間については、2007 年から 2012 年までの使⽤時

間に正の増加傾向が認められた（p<.001）。2007 年は、2009 年の使⽤時間との間に 5％⽔
準で有意差があり、2010 年から 2012 年までの使⽤時間との間に１％⽔準で有意差があっ
た。2008 年は、2011 年、2012 年の使⽤時間との間に１％⽔準で有意差があった。2009 年
は、2011 年との間に 10％⽔準で有意傾向があり、2012 年との間に１％⽔準で有意差があ
った。2010 年は、2012 年との間に１％⽔準で有意差があった。2011 年と 2012 年との間に
１％⽔準で有意差があった。 

表５ 2007－2012 年の携帯電話・スマートフォン通話使用時間平均値と標準偏差 

 
 
⑤携帯・スマートフォンでのインターネット使⽤時間については、2007 年から 2012 年

までの使⽤時間に正の増加傾向が認められた（p<.001）。2007 年は、2010 年の使⽤時間と
の間に５％⽔準で有意差があり、2011 年、2012 年との間に１％⽔準で有意差があった。
2008 年は、2011 年との間に 10％⽔準で有意傾向が、2012 年との間に１％⽔準で有意差が
あった。2009 年は、2010 年との間に５％⽔準で有意差があり、2011 年、2012 年との間に
１％⽔準で有意差があった。2010 年は、2012 年との間に１％⽔準で有意差があった。2011
年は 2012 年との間に１％⽔準で有意差があった。 

Phone平均値 Phone標準偏差

2007 2.354 1.207

2008 2.299 1.030

2009 2.459 1.342

2010 2.515 1.275

2011 2.616 1.431

2012 3.715 2.378

2013 3.353 1.765

2014 3.547 1.800

2015 3.687 1.820

2016 3.743 1.746

2017 3.996 1.783

2018 4.265 1.909

通話平均値 通話標準偏差

2007 1.815 0.579

2008 1.751 0.544

2009 1.736 0.622

2010 1.718 0.667

2011 1.709 0.806

2012 2.917 1.690

⽔準）に、2016年は、2017 年との間（10％⽔準）と 2018 年との間（１％⽔準）で有意差
および有意傾向が⾒られた。 

表４ 2007－2018 年の携帯・スマートフォン使用時間平均値と標準偏差 

 
 
④携帯電話・スマートフォンの通話時間については、2007 年から 2012 年までの使⽤時

間に正の増加傾向が認められた（p<.001）。2007 年は、2009 年の使⽤時間との間に 5％⽔
準で有意差があり、2010 年から 2012 年までの使⽤時間との間に１％⽔準で有意差があっ
た。2008 年は、2011 年、2012 年の使⽤時間との間に１％⽔準で有意差があった。2009 年
は、2011 年との間に 10％⽔準で有意傾向があり、2012 年との間に１％⽔準で有意差があ
った。2010 年は、2012 年との間に１％⽔準で有意差があった。2011 年と 2012 年との間に
１％⽔準で有意差があった。 

表５ 2007－2012 年の携帯電話・スマートフォン通話使用時間平均値と標準偏差 

 
 
⑤携帯・スマートフォンでのインターネット使⽤時間については、2007 年から 2012 年

までの使⽤時間に正の増加傾向が認められた（p<.001）。2007 年は、2010 年の使⽤時間と
の間に５％⽔準で有意差があり、2011 年、2012 年との間に１％⽔準で有意差があった。
2008 年は、2011 年との間に 10％⽔準で有意傾向が、2012 年との間に１％⽔準で有意差が
あった。2009 年は、2010 年との間に５％⽔準で有意差があり、2011 年、2012 年との間に
１％⽔準で有意差があった。2010 年は、2012 年との間に１％⽔準で有意差があった。2011
年は 2012 年との間に１％⽔準で有意差があった。 

Phone平均値 Phone標準偏差

2007 2.354 1.207

2008 2.299 1.030

2009 2.459 1.342

2010 2.515 1.275

2011 2.616 1.431

2012 3.715 2.378

2013 3.353 1.765

2014 3.547 1.800

2015 3.687 1.820

2016 3.743 1.746

2017 3.996 1.783

2018 4.265 1.909

通話平均値 通話標準偏差

2007 1.815 0.579

2008 1.751 0.544

2009 1.736 0.622

2010 1.718 0.667

2011 1.709 0.806

2012 2.917 1.690
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　⑤携帯・スマートフォンでのインターネット使用時間については、2007年から2012年

までの使用時間に正の増加傾向が認められた（p<.001）。2007年は、2010年の使用時間と

の間に５％水準で有意差があり、2011年、2012年との間に１％水準で有意差があった。

2008年は、2011年との間に10％水準で有意傾向が、2012年との間に１％水準で有意差が

あった。2009年は、2010年との間に５％水準で有意差があり、2011年、2012年との間に１％

水準で有意差があった。2010年は、2012年との間に１％水準で有意差があった。2011年

は2012年との間に１％水準で有意差があった。

　上記の①〜⑤の結果から、PCに関連した使用時間には正の増加傾向がみられない一方

で、携帯電話・スマートフォンに関連した使用時間には正の増加傾向がみられることが

わかった。今後の分析予定を考慮すると、PC使用時間も含めた変数を用いるほうが汎用

性が高い可能性があるため、PC使用時間と携帯電話・スマートフォン使用時間の平均値

による合成変数を作成し、その変数についても上記と同様の検定を行った。

　2007年から2018年までのPC使用時間と携帯電話・スマートフォン使用時間の平均値を

⑥PC・携帯電話使用時間とし、正の増加傾向がみられるのかを確認するために、ヨンク

ヒール＝タプストラ（Jonckheere-Terpstra）検定を行った結果、⑥PC・携帯電話使用

時間についても、2007年から2018年まで正の増加傾向が認められた（p<.001）。

表６　2007 − 2012年の携帯電話・スマートフォンでのインターネット使用時間平均値と標準偏差

表７　2007 − 2018年のPC・携帯電話使用時間平均値と標準偏差

表６ 2007－2012 年の携帯電話・スマートフォンでのインターネット使用時間平均値と標準偏差 

 
 
 上記の①〜⑤の結果から、PCに関連した使⽤時間には正の増加傾向がみられない⼀⽅で、
携帯電話・スマートフォンに関連した使⽤時間には正の増加傾向がみられることがわかっ
た。今後の分析予定を考慮すると、PC使⽤時間も含めた変数を⽤いるほうが汎⽤性が⾼い
可能性があるため、PC使⽤時間と携帯電話・スマートフォン使⽤時間の平均値による合成
変数を作成し、その変数についても上記と同様の検定を⾏った。 
 2007 年から 2018 年までの PC 使⽤時間と携帯電話・スマートフォン使⽤時間の平均値
を⑥PC・携帯電話使⽤時間とし、正の増加傾向がみられるのかを確認するために、ヨンク
ヒール＝タプストラ（Jonckheere-Terpstra）検定を⾏った結果、⑥PC・携帯電話使⽤時間に
ついても、2007 年から 2018 年まで正の増加傾向が認められた（p<.001）。 

表７ 2007－2018 年の PC・携帯電話使用時間平均値と標準偏差 

 
 
 ⑥PC・携帯電話使⽤時間の変数を⽤いて、2020 年と 2021 年の PC・携帯使⽤時間の予
測を⾏った。上記の検定結果で、正の増加傾向がみられることがわかったので、このデータ
に直線をあてはめ傾きを算出し、2020 年と 2021 年のPC・携帯使⽤時間の予測値を出した。
予測式は、y=0.110x+(-217.826)となり、2020 年の予測値は 3.936、2021 年の予測値は 4.046
であった。 
 2020 年 6⽉の PC・携帯電話使⽤時間の平均値の実測値は 4.575 であった。2021 年の実
測値は 4.685 であった。2020 年の実測値は予測値を 0.638 上回り、2021 年の実測値は予測

Phoneインターネット平均値 Phoneインターネット標準偏差

2007 1.525 0.836

2008 1.542 0.778

2009 1.548 0.944

2010 1.668 1.021

2011 1.762 1.173

2012 3.166 1.637

PCPhone平均値 PCPhone標準偏差

2007 2.569 1.208

2008 2.558 1.188

2009 2.724 1.311

2010 2.860 1.303

2011 2.866 1.387

2012 2.912 1.303

2013 3.410 1.660

2014 3.357 1.510

2015 3.381 1.495

2016 3.407 1.521

2017 3.562 1.508

2018 3.750 1.653

表６ 2007－2012 年の携帯電話・スマートフォンでのインターネット使用時間平均値と標準偏差 
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を⑥PC・携帯電話使⽤時間とし、正の増加傾向がみられるのかを確認するために、ヨンク
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予測式は、y=0.110x+(-217.826)となり、2020 年の予測値は 3.936、2021 年の予測値は 4.046
であった。 
 2020 年 6⽉の PC・携帯電話使⽤時間の平均値の実測値は 4.575 であった。2021 年の実
測値は 4.685 であった。2020 年の実測値は予測値を 0.638 上回り、2021 年の実測値は予測

Phoneインターネット平均値 Phoneインターネット標準偏差

2007 1.525 0.836

2008 1.542 0.778

2009 1.548 0.944

2010 1.668 1.021

2011 1.762 1.173

2012 3.166 1.637

PCPhone平均値 PCPhone標準偏差

2007 2.569 1.208

2008 2.558 1.188

2009 2.724 1.311

2010 2.860 1.303

2011 2.866 1.387

2012 2.912 1.303

2013 3.410 1.660

2014 3.357 1.510

2015 3.381 1.495

2016 3.407 1.521

2017 3.562 1.508

2018 3.750 1.653
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　⑥PC・携帯電話使用時間の変数を用いて、2020年と2021年のPC・携帯使用時間の予

測を行った。上記の検定結果で、正の増加傾向がみられることがわかったので、このデー

タに直線をあてはめ傾きを算出し、2020年と2021年のPC・携帯使用時間の予測値を出し

た。予測式は、y=0.110x+(-217.826)となり、2020年の予測値は3.936、2021年の予測値は

4.046であった。

　2020年6月のPC・携帯電話使用時間の平均値の実測値は4.575であった。2021年の実測

値は4.685であった。2020年の実測値は予測値を0.638上回り、2021年の実測値は予測値を

0.639上回っていた。

6.2　メディア利用時間と被服関心との関係性の検討

　次に、メディアの種類の違いが被服関心に与える影響について検討した。渡辺・町田

（2020）は、大学生を対象とした2015年と2019年の調査データを用いて、ファッションへ

の関心を被説明変数、性別とつきあっている相手の有無、S N S利用時間/日、繁華街に

行く頻度/月を説明変数とした重回帰分析結果から、S N S利用時間がファッションへの

関心に最も大きな正の影響を与えていることを明らかにしている。本稿では、これまで

述べてきたようにインターネットを始めとするメディアがファッションに与える負の影

響について検討することを目的としている。2012年、2014年、2020年、2021年に行った

調査データを用いて、メディア使用時間と被服関心との関係性を検討した。

　被服関心度を被説明変数、性別、年齢、テレビ視聴時間、雑誌閲覧時間、ラジオ聴取時間、

インターネット使用時間、ゲーム使用時間を説明変数として、2012年調査データと2014

年調査データを合わせたデータを対象に重回帰分析を行った（予測式１）。

予測式１：

CI= 0.626 ＊ sex + (-0.012) ＊ age + 0.017 ＊television H + 0.039 ＊magazine H 

　　+ (-0.012) ＊radio H + (-0.078) ＊Internet H + 0.005 ＊game H+ 2.696

　その結果、モデルは有意（p<.001）、調整済Ｒ２=0.115であった。ただし、性別、年齢、

インターネット使用時間以外の変数は有意ではなかった。上記分析結果から、偏回帰係

数が有意でなかった変数を除去し、再度重回帰分析を行った（予測式２）。被説明変数は

被服関心度、説明変数は、性別、年齢、インターネット使用時間であった。

予測式２：

 CI= 0.634＊sex + (-0.136) ＊ age + (-0.078) ＊Internet H + 2.871

　その結果、モデルは有意(p<.001)、調整済Ｒ２=0.114であった。
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　上記２モデルによる2020年データを用いた分析結果では、有意な変数は性別と年齢、

雑誌閲覧時間のみで、インターネット使用時間の変数に有意差は認められなかった。同

様に2021年データを用いて分析した結果も同様であった。ファッションに関連する情報

や購買をオンラインで行うことが中心となっている現状では、ファッション関連でのイ

ンターネット利用行動とそれ以外での利用行動を区分しなければ、インターネットの使

用による被服関心への負の影響を検討することは難しいと考えられる。

　最後に、上記の予測式１および２を用いて、被服関心度の予測値と実測値の比較を

行った。予測式１による予測値の平均値は2.98（SD:0.45）、2020年実測値の平均値は

2.99(SD:1.14)であった。予測値と実測値に違いがあるか確認するためにｔ検定を行った

結果、平均値に有意差はみられなかった。また、予測式２による予測値の平均値は、

3.05(SD:0.452)であった。ｔ検定の結果、平均値に有意差はみられなかった。ここから、

作成したモデルを用いてメディア利用時間による被服関心度の予測が可能であると言え

る。

　2020年および2021年調査に関しては、テレビ視聴時間、ラジオ聴取時間、雑誌閲覧時間、

P C利用時間、P Cでのインターネット利用時間、携帯・スマートフォン利用時間、携帯・

スマートフォンでのゲーム利用時間、zoomなどによるビデオ会議システム利用時間など

のメディア利用時間を尋ねたため、それらを用いて今後再度分析する予定である。

【補注】

１　コウホート分析は、継続調査データの分析方法であり、同一調査項目について得ら

れる年齢×調査時点別の集計データから年齢・時代・世代（コウホート）効果を分

類することによって、社会の変化の要因を明らかにしようとする方法である（中村，

2000）。

２　山下（1998）の図表８各項目別消費支出（デフレート済）のコウホート分析結果

によると、「洋服」、「下着類」についても「シャツ・セーター類」と同様の傾向が

見られる。一方で、「和服」は中高年以降で支出が増加するという年齢効果が大き

く、時代が進むにつれ支出額が大きく縮小していくという時代効果も大きい（山下，

1998; 山下・中村，2006）。また、「生地・糸類」は時代効果が大きいとされる（山下・

中村，2006）。

３　渡辺・町田（2020）は、大学生を対象とした2015年と2019年の調査結果をもとに、

若者のファッションに対する関心や購買行動の低下には歯止めがかかった可能性が

あるとしている。

４　過去４回の調査の詳細については、北浦（2020）を参照のこと。
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